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論 文
制度思考による経営参加論の史的推移
奥
?
幸 助
I 
本稿はアメリカにおける経営参加の諸主張を歴史的に跡づけ，これから帰納
的にその推移の方向を探り，これに若干の批判を試みようとするものである。
この研究をすすめるにあたって，つぎの諸点を断わっておかねばならない。
a)経営の決定に労働の意思の反映を主張する論者は数多くいるけれども，本
稿では制度思考と強くかかわりあいをもっているとみなされる人達を中心にこ
の考察をすすめていきたい。 R.F.ホクシー ， J.R.コモンズ， w. ウイスラ
-, N.W. チェンバレン， P.F.ドラッカーがそれである。これらの論者の主
張と制度思考とのかかわりあいの論証は制度理論そのものの特質を明確化する
ことから始めねばならず，これ自体大きな研究のテーマである。この点につい
ては，論述の展開過程のなかで必要に応じてふれていくことにする。かれらの
主張には制度思考と結びついた共有点が存在する。それにもかかわらず，それ
ぞれの論者の間に主張の相違がみられ，歴史的な推移の方向をよみとることが
できるのである。各論者の経営参加の主張はつぎの事項をめぐって集約的にで
てくる。ホクシーにあっては産業民主主義(industrialdemocracy), コモンズ
では主に経営の外郭関係としては集団民主主義(collectivedemocracy), 内部
関係としては産業グッドウイル(industrialgoodwill) , ウイスラーでは代議政
体 (representativegovernment), チェンバレンでは機能的統合(functional
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integration) , そしてドラッカーでは自治的工場共同体(self-governingplant 
community)である。
b)アメリカでは，西ドイツと違い法制度上経営参加の制度は存在しない。
すでにドイツではワイマール体制下で経営協議会法 (Betriebsratgesetz)の
制定をみ，経営協議会を通して労使双方による経営における共同統治の試みが
あった。第二次大戦後の経営組織法，共同決定法等一連の経営参加法も，この
ような伝統があってのことであろうと思える。共同決定はドイツの特殊な歴史
的．社会経済的基盤から生まれた特殊現象である。これにたいして，アメリカ
では自由企業体制を保持しようとし，労使間の問題はもっぱら当事者達の責任
において処理されるべきであるとし， これへの国家干渉は極力排除されてい
る。この自由の建前は，これまた広大な土地と豊かな資源を背景に建国以来支
えられてきたアメリカの精神である。西ドイツとアメリカにおけるこの法制度
上の相違をもって前者の参加を是認し，後者のそれを否定することはあたらな
ぃ。参加形態の相違はそれぞれの国の特殊事情によるものであって，一般的危
機の第三段階といわれる第二次大戦後の資本主義体制下における労働による経
営への参加は資本主義諸国一般の普逼的現象として把握されるぺきである。要
は形式ではなく，実質的内容である。
アメリカにあっては，既存の労使関係機構たる団体交渉制，苦情処理手続，
仲裁制等を通して労働組合による経営権への浸透がおこなわれている。この意
味では，経営参加というよりも，経営権への浸透という方が適切であるように
思える。しかし，プルメンタールをはじめとするプリンストン大学産業関係部
の調究でも指摘されるように，実際の効果としてアメリカでは西ドイツ以上に
既存の労使関係機構を通して経営参加の実をあげている。共同決定の実効面に
ついて， ドイツ鉄鋼産業におけるその分析から，共同決定下での意思決定過程
は法の規定と合致していないという実践面が明るみにだされた。共同決定の運
営のために，労使は，それぞれの関心領域に応じて力の優劣をつけるという団
体交渉形態に訴えた。労働は賃金と労働条件について力の優位性を与えられ，
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経営は生産，購買，価格，販売，投資，技術問題を含む会社活動の多くの局面で
管理権を留保した。交渉やかけ引きによって，意思決定力の共同分担よりもむ
しろ分割でもって各集団の関心が満足させられるような適用がなされた。それ
故，労働が新たに得た力は会社の意思決定の多くにおける理論上の優位性にす
ぎず，他方経営の経営権の喪失は多くはなかった。1) 共同決定は予想されたほ
ど徹底的なものでなかったし，多くの問題を解決したり，多くのものを創造す
ることもなかった2)という。共同決定は，自由な団体交渉によって得られる以
上のものを実現しないがために，アメリカではそれを制度化しようとする刺激
は欠如しているのである。3) このように，実効面からすれば，組合による伝統
的な経営専決権への浸透はドイツよりもアメリカにおいてよりすすんでいるよ
うに思われ，この意味からアメリカでの組合の経営権への浸透を経営参加とい
う言葉で表現してもよかろう。
c) このようにアメリカでは，機構的に労使関係機構，とりわけ団体交渉制
が実践的効果からみて経営参加に果す役割は大きい。他の機構の参加に与える
影響は，団体交渉の力のいかんによって大きく左右されるところである。それ
ぞれの論者の経営参加の上記事項の考察において，主に団体交渉制という既存
の労使関係機構に焦点をあて，これを通して経営参加の主張を考察していきた
い。
d) これら参加理論の特徴を浮き彫りにする要素概念としてつぎのものを抽
出することができる。すなわち，階級観，力関係，権限，労働組合，企業，利
潤，産業，公衆がそれである。これら概念が違って規定され，それぞれ相互に
関連させられ，論理的統一をもってそれぞれ独自の参加理論が構成される。ま
1) W. Michael Blumenthal, Research Associate, Industrial Relation Section 
Department of Economics and Sociology Princeton University, Codertermi-
nation in the German Steel Industry, 1956, p. 10. 
2) Blumenthal, op. cit., p. 12. 
3) Blumenthal, op. cit., p. 114. 
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た，そうすることによって特徴のある各参加理論の構成が可能にもなる。各理
論の根底にその論理的統一を可能ならしめる方法論が存在することはいうまで
もない。そしてこの理論の違いは，それぞれの時代の社会経済的地盤がなげか
ける問題の相違とこの受けとり方の相違からくるところである。
e) 制度理論，なかでもコモンズは人間行為の集団的把握を意図する。この
集団的行動の圃一性と予測性，つまり慣習化を要件として，これに制度的性格
を付与する。この行動の集団化の程度は環境からの刺激とそれにたいする利害
関係の程度によって規定される。行動心理学的方法である。コモンズは，この
集団的行動が個人行動の解放と拡張を意味するという。かれは，現在の代表的
制度として会社と政党とならんで， 労働組合を挙示する。4) 制度的観点から
は，その評価とか在り方に相違はあるとしてもひとまず労働組合を是認する。
本稿での参加論は従業員参加よりもむしろ組合参加に力点がおかれている。し
たがって，これら論者はすべて労働組合を否定する労務管理の方式や精神にた
いして批判の目をさし向ける。テイラーの科学的管理法にたいする批判がそれ
である。反参加論としての科学的管理法と対比しながら，初期ネオ・ヴェプレ
ニアン学派に位置づけられるホクシーやコモンズの参加論から，さらにはウイ
スラーのそれへと順次考察をすすめる。
? ?
ホクシーの理論は，学史的にはラフリン，フェッター，とりわけヴェプレン
から強い影響をうけているといわれる。5) ガムズによれば，その後継者による
ヴェプレンからの決別は製作本能の概念をめぐって展開するといわれる。ヴェ
プレンにとっては，これが基本的本能ではあるが，しかしそれは汚染を， した
がって破壊的作用に向わざるをえないという決定的な特質をもつのであった。
4) John R. Commons, The Economics of Collective Action, 1951, p. 35. 
5) Walton H. Hamilton, The Development of Roxie's Economics, The Journal 
of Political Economy, Vol. xxiv No. 9, November 1916, pp. 857~858. 
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この形而上学はネオ・ヴェプレニアンの容認するところとはならなかった。心
理学的観点からして，ネオ・ヴェプレニアンの理論の命題はホクシーによって
よく示されている。そこでは，一方であらゆる種類の動機，他方で合理的行動
の可能性が容認されている。さらには，社会的意志 (socialwill)なるものを
主張することによって，人間による制度の改革の可能性を示唆する。ネオ・ヴ
ェプレニアンには，汚染の関心は全くないし，衡突の段階的な解消によって社
会的進歩が達せられるように思えるのである。6) これについては，順序をおっ
て詳しく説明していくところである。まずは，ホクシーの産業民主主義の主張
をめぐって本稿のテーマの研究をすすめていこう。
(1) 
テイラーは，科学的管理法を産業民主主義の本質だとみなす。経営と組合の
独断にかわるに法の規則をもってし，労働者を独立的人格者としてとり扱うと
いう。苦情の当否は法の規則によって決定づけられる。これを権限に焦点をあ
わせて，ベンディクスはつぎのようにいう。'1) テイラーの科学的管理法は権限
の個人的行使を全く排除する。かれの方法が採用されてしまうと，経営者は労
働者と同様，規則と訓練にゆだねられてしまう。これらの規則は，それが権限
を行使する人達の判断によってではなしに，公正無私な探求によって決定され
たものであるがため，専断的なものではない。ここでは，権限のより所は徳と
すぐれた能力でも，精神でもない。それは科学であり，使用者も労働者も科学
的調査から帰納した規則と訓練にしたがって行動するにすぎないのである。仕
事遂行のかれの科学が絶対的権限を有するのである。これまでの経営権の概念
はもはや変容したという。
これにたいして，ホクシーは産業民主主義の要件としておおよそつぎのもの
を考える。現場の事実調査をふまえてこれを批判する。まず， a)テイラーの見
6) John S. Gambs, Beyond Supply and Demand, 1946, pp. 38~40. 
7) Reinhard Bendix, Work and Authority in Industry, 1956, p. 278. 
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解やその民主主義についての考えが現場の科学的管理者によって広く受け入れ
られていないという事実が指摘される。利害の調和や産業民主主義の考えを表
明する少数の科学的管理者は，その理念や態度の分析において実際には産業に
おける恩情主義的独裁主義 (benevolentdespotism) の支持者であることを
示すし，多数のものは使用者の独裁的態度に同調するという。s) っぎに b)産
業民主主義のテイラーの概念の実践的有効性に関して決定的なものとして，時
間研究と課業設定，賃金支払形態，労働者の選択と適用，速度超過と疲労から
の保護手段，ならびに時間研究係の性格があげられ，これら事項について科学
的管理法は客観的科学的事実を決定するためのなんらの方法も発展しなかった
し，また労使双方を拘束して仲裁の指針となり，それ故に労働者に使用者と対
等の発言を与えることになるなんらの自然法をも確立しなかったという。そこ
で，これら事項に真理や正義の考えを表明し強制する規則や機構が存在しない
ならば，使用者の独断的判断によってことが決定されるし，時間研究係は通常
使用者と労働者との間の偏見のない仲裁者としての地位には不適当であるとい
うことになる。9) さらに， c)科学的管理法による個々、の労働者の力の弱化傾向
が指摘される。すなわち，それは経営への熟練の移転とは逆に職務遂行上必要
な断片的知識の労働への移転，特定の課業や小サイクルな課業への労働者の限
定，仕事に必要な見通しと熟練ならびに経験と訓練の狭あい化をもたらす傾向
がある。また，科学的正確性があるとしておこなわれる仕事の方法や条件の変
更および課業の設定は要求される事柄の正当性を問題にしようとする個々の労
働者を不利にする。能率に応じた賃金の支払は賃金結果の責任を労働者に課す
る傾向がある。仕事や収入の簡潔にして明確な，承認された永続的基準はな
い。立証の義務は労働者にあり，判断の基準は使用者によって設定される。未
熟練労働者は成功の機会を失い，科学的管理法は労働者を未熟練労働者の条件
8) Robert Franklin Hoxie, Scientific Management and Labor, 1966, (first 
published 1915), p. 102, p. 12. 
9) Hoxie, op. cit., p. 103. 
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におさえる傾向がある。10)
つづいて， d)科学的管理法は労働者集団の形成を妨げたり，その団結を弱め
たりする傾向があるという。11) 科学的管理法の，労働者の動機や態度に及ぽ
す一般的影響について，・「ほとんどすべてのことが個人的動機の強化と集団結
束の弱化をまねく。各労働者はその個人的課業の達成に向うし，またその課業
の設定に仲間のものと連帯化することができない」12) と。 このように個人の
力が弱まり，集団や集団団結の機会が少なくなるにつれて，ホクシーは，組合
の存在が邪魔され， 「科学的管理法の民主的可能性はほとんどない」とみな
す。「個人が対等に使用者と対抗する立場にないことは明らかである。被用者
達による直接の団体交渉はこのような事情のもとではほとんど考えられない。
そこで，もし科学的管理法が個人と工場集団のこの明らかな弱点を使用者との
交渉に際して相殺するにたるものを発展させ，実践化しないならば，あるいは
外部組合と容易に協同させないならば，それは，いかに想像をたくましくして
も民主的だとは呼ばれえない。」18)最後に， e)科学的管理法は労使代表者の密
接な連帯を生み，労働者による提案と苦情のための十分な機会と奨励を与える
というテイラーの主張にたいして，ホクシーは疑念をさしはさむ。一，二の例
外を除いてほとんどの工場では，「苦情提示の機会とかそれに与えられる配應
にもとづく民主的要求の基礎はなんらみいだされることができなかった」14)
という。多数の工場での経営者の態度は独裁的であった。たとえ苦情が聞かれ
ても，経営のきめた規則や方法によって説明されるだけであった。経営者がた
とえ気持のうえで民主的であっても，労働者の見解の理解も組識の複雑な作用
についての知識ももたなかったし，そこで悪弊の修正に失敗したとみなす。か
10) Hoxie, op. cit., p. 104. 
11) Hoxie, op. cit., p. 104. 
12) Hoxie, op. cit., p. 106. 
13) Hoxie, op. cit., pp. 106~107. 
14) Hoxie, op. cit., p. 108. 
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れは，事実によって，労働者が個人化された科学的管理工場ではその正当な苦
情は通常使用者に伝えられないことを明らかにするのである。心理的にも，個
人として労働者は普通自分の上司に心中をうち明けない。「そこで， 労働者の
発言が十分かつ明確に経営に達することのできる唯一の方法は集団組織，また
直接かかわりのない人達による代表制を許容するある種の機構によってであ
る」とみなされる。しかし，そのような組織とか機構は科学的管理工場では欠
いているという。is)かくて， ホクシーはつぎのようにいう。経営と労働者の
密接な連帯や苦情提示の機会にもとづいた民主主義の主張は事実によって支持
されないということ，また科学的管理工場の運営に際して，労働組合と団体交
渉の存在が妨げられ，労働者は標準課業の設定や労働条件の決定になんら真の
発言をもたないという労働組合側の非難は正当化される。「そこで， たまには
例外もあるが，科学的管理法のもとでの民主主義は労働組合や団体交渉とは別
個に存在しえないしまた存在もしない。」16)
テイラー自身，科学的管理法は労働者保護の手段として労働組合や団体交渉
を不必要にするという。 しかし労働組合の協同を歓迎すると。 これにたいし
て，ホクシーは，多数の科学的工場で組合員が雇用されてはいるが，通常組合
員として雇用されていないし，また組合が組合としてほとんど認められていな
いしとり扱かわれてもいないのが事実であるという。歓迎の意志表示をした人
達は一般に労働組合やその規則を知らないか， AFLが身をおいている組合主
義とは違った種類の組合主義やその理念と実践にかかわりのない種類の協同に
ついて考えていたのが実情であるとみなす。このことは，現在の労働組合との
もめごとを組合の戦闘的性格や生産制限に求めるテイラーの陳述によって示さ
れるところである。17) ホクシーは，「この誤った考えにこだわる限り，科学的
曾理法と組合との交流はありえない」18)という。
15) Hoxie, op. cit., pp. 108~109. 
16) Hoxie, op. cit., p. 109. 
17) Hoxie, op. cit., pp. 110~112. 
18) Hoxie, op. cit., p. 112. 
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ホクシーは，このように事実をふまえてテイラーのいう科学的管理法によっ
ては産業民主主義は実現されえないとして団体交渉制の必要性を是認する。科
学的管理者の独裁的態度，科学的管理法の科学性の欠陥，労働者の力の弱化，
労働者の集団化の阻止と団結の弱体化の招来，労使代表による密接な連帯と労
働者による提案や苦情の機会の欠如が事実によって明らかにされ，このために
科学的管理工場の産業民主主義はほど遠いとみなされる。この批判を通して労
働者の考えを表明し，強制するための規則や機構の必要が主張される。それら
は労働組合の力に支えられた団体交渉によって克服されねばならないのであ
る。これによって産業民主主義が達せられることを示唆する。このいう組合は
テイラーの意図するそれとは異質のものである。 AFLのような外部組合が想
定されているようである。とはいえ，ホクシーも科学的管理法のもつ相対的合
理性はそれなりに評価するのである。では，ホクシーはそのいう団体交渉をど
のようにとらえ，またそれになにを期待するのであろうか，つぎに考察すると
ころとなる。
(2) 
ホクシーは，団体交渉の本質を，「雇用条件について労働者を使用者と実質
上平等の立場にたたせることにある」 19)とみなす。それは対等の立場にたた
せる方法である。自由契約を建前とする現行法のもとでは，この平等性によっ
て各当事者は当然受ける資格があり，最善の利益となるところのものを与えら
れると想定されている。「団体交渉の本質は利害関係当事者間の交渉であっ
て，当事者外からの命令ではない。」20) これにたいして，仲裁 (arbitration)
は不慮の際にある目的のために，特に協約に達しえない場合とか協約の解釈の
場合にそなえて団体交渉で規定されている場合が多いとみなされる。あっ施
19) Robert Franklin Hoxie, Trade Unionism in the United States, 1966, (reproduced 
from the second, revised edition of 1923), pp. 263~264. 
20) Hoxie, op. cit., p. 264. 
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(conciliation)は団体交渉の行為に， また公共機関の行為にしばしば適用さ
れる用語である。調停 (mediation)はあっ施を受けさせるか解決を強いるた
めの外部のものによる干渉である。ホクシーにとって，これらすべてが団体交
渉にたいする助けであり，補足なのである。21) これらが団体交渉に代替しな
いことはもちろん，それより優位にたつことはないと考えられているのであろ
う。この団体交渉の方法と機構は流動的状態にあり，試行的方法によって確立
されつつあるとみなされる。そこには無限の多様性があり，末発達ないしは末
熟な状態にあるとされる。22)
ホクシーは団体交渉のもたらす労使間の対等性を是認しながらも，協約の違
反に関連してそのもつ妥協性にふれ，それがつかの間の平和であることを指摘
する。かれには，正当とか正義の一般原則についての合致はきまったもので
ないように思える。「団体交渉はむしろ妥協である。」28) 基準はなく， 妥協は
不安定な事柄である。 いずれの側も実際には満足しておらず， それは不確定
の平和であるとみなされる。そこで，協約の義務は両者によって軽く受けとら
れがちとなる。 このことが団体交渉の大きな弱点の一つであるという。24) し
かしながら， かれは団体交渉や仲裁を完全な労働統制に向う段階としてとら
ぇ，産業民主主義の確立や利潤体制の廃棄にいり込むくさびであるという。25)
「団体交渉は，元来平和の用具ではない。それは統制の過程における一段階で
ある。」 26) 仲裁についても， それは，「原則にもとづかない行為であり， む
しろそれはつねに使用者にたいする妥協であり，真の解決にはならない」 27)
という。労使関係機構のこの解釈は，後の論者によって大きく変るところとな
21) Hoxie, op. cit., p. 264. 
22) Hoxie, op. cit., p. 268. 
23) Hoxie, op. cit., p. 274. 
24) Hoxie, op. cit., p. 274. 
25) Hoxie, op. cit., pp. 274~275. 
26) Hoxie, op. cit., p. 275. 
27) Hoxei, op. cit., p. 374. 
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る。
(3) 
階級とその闘争，さらにはそれにたいする公衆の役割について，ホクシーは
以下のように考える。まず，かれは，階級の定義について二つの考査ないしは
やり方，すなわち客観的ないしは機械的なそれと主観的ないしは心理的なそれ
とを区別し，後者を支持する。この区別だては， 1)個人の精神的存在を経済的
部分という個人の環境の一部に求めるのではなく，全社会的環境 (totalsocial 
environment), すなわちその社会的関係，その教育的，道徳的，宗教的な影
墨その政治的環境等に加うるに生計のやり方と条件に規定されるとみなすこ
とと， 2)人間を直接的環境だけでなく，人間的，社会的な継承と伝統によって
規定されるとみなすところからきている。そして，かれが主観的ないしは心理
的考査を支持するのは，つぎの理由による。労働の条件と問題の研究がおこな
われるのはその存在を確かめるためだけでなく，よりよい条件のためになにが
なされうるかまたなされるべきであるかを決定し，問題の解決を可能ならしめ
るがためである。かれは，行動に移そうとするならば，機械的な手配や関係で
はなく，思慮ある人間を通してのみそれを達することができると考える。主観
的ないしは心理的考査に実用主義的効果を認めるのである。28)
階級衡突について，ホクシーは漸進的向上論 (progressive-uplifttheory) 
を支持する。「それは社会階級と階級衡突の現在の存在を認めはするが， しか
しそれを十分な社会的相互作用，知識ならびに理解の欠如の一時的結果とみな
す。」 「これらの欠陥は， 科学と民主主義によって漸次的に克服されつつあ
る」 !!9)という。科学による， 社会的諸事実，諸力および諸関係についての知
識の増加，一般教育による民主主義の発展，特に団体交渉による産業民主主義
28) Hoxie, op. cit., pp. 350~353. 
29) Hoxie, op. cit., p. 367. 
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の実践の普及につれて，共通の社会的見解や人々の真の社会的意志が発展する
と想定する。それは階級や階級衡突をなくならせ，かわって一般的福祉を追求
する社会正義と社会調和をもってしようとするように運命づけられているとみ
る。so)すでに， その見解に主いて偏見がなく，社会的正義の立場にたち，真
の社会的意志を代表する強い第三の当事者，通常相争う階級間の調停者また仲
裁者として活躍することのできる当事者が現われつつあるとして，この第三の
当事者に社会的調和の役割を期待する。「·…••この第三の当事者は漸次的に相
争う階級を統制し，最後にはそれを吸収するであろう。そこでは，社会的意志
は最高であろうし，社会的調和がゆきわたるであろう。」31) この目的の達成の
ために，弱い階級一労働者を擁護して，立法とか与論の形式で絶えざる社会統
制の拡大がおこなわれる。32)
かれの支持する漸進的向上論は主につぎのような想定にもとづいているとい
う。33) 1)人間は合理的ではないが， 高度に合理的でありうる。 2)人間は全社会的
環境と継承の所産である。 3)知識の増加と，個人や階級の交流の増加は見解についての
一層の理解，共鳴ならびに調和をもたらすであろう。 4)強い社会集団は階級の利審や偏・
見から抜けだし，社会のすべてにとって正当，正義，福祉とはなんであるかを知り，かく
て相争う階級の間の公正な仲裁者としての立場にたつことができる。 5)社会的意志は自
然法の一表現である。この最後の叙述の意味するところは， 「いわゆる社会的，
経済的法則は不変ではなく，人間意志に依存し，それ故に変えられることがで
きるということである。」34)
かれには，社会的意志や建設的な社会的計画が一見して不可能のように思え
るのは，一つにば情況を全体として眺めるためであり，いま一つには正当性と
正義についての絶対的基準の設定を意図するからにほかならないと考えられ，
30) Hoxie, op. cit., p. 367. 
31) Hoxie, op. cit., p. 368. 
32) Hoxie, op. cit., p. 368. 
33) Hoxie, op. cit., p. 368. 
34) Gambs, Beyond Supply and Demand, p. 39. 
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る。そこで，かれは，特殊問題とかかわって社会的正当性と正義の近似的接近
を示す最小 (minimum) と最高 (maximum) をみいだす可能性を主張す
る。これは特殊事例とかかわって正当性と正義が存在する範囲 (limits) であ
り，相争う集団や直接関係のない人達の支持を得ることのしばしば可能な範囲
である。例えば，産業別の最低賃金率，最大時間，衛生や安全のための最高条
件がそれである。ホクシーは，このような特殊な場合に応じた最小と最高にも
とづいて社会的改善の一般的な建設的計画を作成したり，その支持を得て真の
第三者を発展させることができると考える。これをたとえ試行錯誤の方法によ
るものであってもおこなうべきであるとし，しかもなおかつ長期的展望を心に
とどめるべきであるという。35)
さて，ホクシーは，労使間の単なる闘争は社会福祉の目的を実現しえないの
であって，この目的のためには公衆によるこれら問題への関与が絶対に必要で
あるとみなす。しかし，公衆は行勁に移すための，建設的計画のためのなんら
の機構ももたないし， また紛争に参加する手段をももたない。「それは実際に
は非能率的であり，模索的であるにすぎない」36) という。公衆は，紛争後労
働者に荷担する。公衆の無閑与や一党派への荷担また紛争の拡大等を，「前も
って公衆に知らせ，社会福祉にもとづいて困難を解決し，もしくは公衆の意志
を強制することの手段の欠如による」37) とみなす。仲裁は既述のように原則
のない妥協の所産であって，これと結びつけられない。そこで，正確かつ真実
の情報の引きだし，正当性と正義に関する一般的標準（最高と最低ないしは勝
負の規則）の設定，真の与論の発展，建設的社会計画の展開，法の管理と強
制，すなわち統制のための知識と標準の入手とその利用および紛争の解決に際
してその目的のためにする社会的相互作用の創出の手段が必要とされるとい
う。38) このように公衆を社会的意志として把握し．労使紛争解決に積極的意
35) Hoxie, Trade Unionism in the United States, pp. 370~372. 
36) Hoxie, op. cit., p. 373. 
37) Hoxie, op. cit., p. 373. 
38) Hoxie, op. cit., pp. 374~375 
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義づけをもたせようとする。しかし，いまなおこのための手段は存在しないと
みなす。仲裁は公衆と結びつけられていない。
JI[ 
ホクシーとならんで，自己の理論に意志的要素を導入して，ヴェプレンと袂
を分かつものとしてコモンズがあげられる。かれがネオ・ヴェプレニアン学派
の代表者であることは周知のところである。人間意志は自制または自己支配の
カである。労使の関係も人間意志によって統御されうるものである。人間意志
による自己統御は目的にたいしてのそれであって，意志は目的を含む。かれは
無目的な自然的陶汰にしたがわず，目的的陶汰たる人為的陶汰にしたがう。人
は，この目的に自己の環境を向けさせる能力を有するのである。
(1) 
まず， コモンズのいう経営の外郭関係としての集団民主主義から考察す
る。39)かれは，労使の関係を力のそれとして把握する。労働者の組織化はその
交渉力を増加せしめ，それの資本との均衡化によって合理性や合理的価値の実
現を可能ならしめる。コモンズが労使間の力の均衡を主張する由縁である。か
れのいう集団民主主義である。かれは，合理性や合理的価値の思考を個人主義
的，主観的，純理的，静態的なものとしてではなく，制度的なものとして把握
する。かれによれば，合理性の基準は慣習によって設定される。これは利害の
衡突からでる論争に決着をつけ，秩序を招来させる過程で裁判所の決定によっ
て制度化し，最高裁判所の主権において極点に達する。合理性ならびに合理的
価値の思考は集団的，歴史的なものである。かれによって，この合理性は，ま
ず第三者の介入を排して，利害関係当事者達の自発的な研究と交渉による自主
協定の達成によってみいだされると考えられる。これには，その前提として両
39)拙稿，「ヴェブレンの本能論とその労務論への影響」，関西大学「経済論集』第20巻第
4号， 49~50ページ。
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者間に力の均衡がなければならない。しかし，これも，もし権威ある第三者に
訴える可能性がないならば，一致はその倫理的立場を失うことになる。コモン
ズは，この究極の権威者としての地位を最高裁判所に与える。裁判所は，利害
の衡突の判決に際して公共目的を考慮に入れる。合理性にはこの公共目的をと
もなう。この構想は経営内の労使関係にも通じていく。
(2) 
ヴェプレンの金銭本能の延長線上にあるという管理取引によって技術上の諸
要素が調和され，ここにゴーイング・プラントが形成される。交渉取引によっ
て売りと買いの均衡が招来せしめられ，ここにゴーイング・ビジネスの存在が
確かめられる。この両者が相互に作用しながら一体となってゴーイング・コン
サーンを構成する。コモンズは，ゴーイング・コンサーンを定義して一つの構
成単位として行動する共通目的と共通準則をもつ集団意志による集団行動であ
るという。 このゴーイング・コンサーン観は使用者と従業員の関係を規定す
るっ40)
テイラーの主張する科学的管理法は，コモンズの考える労使関係論や科学的
管理法とは相いれない。コモンズは，労働の機械理論に依拠する科学的管理法
を誤っていないまでも不十分だと考える。かれの禅入する産業グッドウイルの
理論こそ，それらの経営への適用であり，また科学的管理法をしのいでその欠
点を補足するものである。産業グッドウイルの意義については，すでに別稿で
明確にしたところである。41) 本稿では， これの形成の過程を通して労働によ
る経営への反映の主張するところを考察する。かれによって，労働のグッドウ
イルの形成は事例研究から経営に労働の意思を反映させることによってなしう
ると示唆される。42)
40)拙稿，前掲論文,53~54ペー ジ。
41)拙稿，前掲論文， 54~55ペー ジ。
42)拙稿，「科学的管理法とグッドウイルについて」，関西大学「社会学論集」第1巻第1
号， 121~126ペー ジ。
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このための機構として，コモンズは委員会制度の必要を強調する。かれはそ
の主張する代表民主主義 (representativedemocracy)ないしは集団民主主
義の機構として国民経済的ないしは産業水準での委員会制度を随所に強調する
が，工場 (shop)単位としてのそれをもまた重視する。かれが組織単位として
の工場に重点をおくのはグッドウイルが会社水準の事がらであるのと照応す
る。さて，かれにとって，意見の相迩は機械的な意味での正確さにおいて解決
しえないとしても，和解と実用的な合意には多分達しうるのであろう。能率の
科学的研究のもつ意義をそれなりに是認しながら，そのもつ争点の合理性を工
場委員会の機構を通して求めようとする。ここに，工場委員会の存立の意義を
認めようとするのである。「それはすべて法の正当な手続にしたがって忍耐強
くかつすすんで耳を傾け，行動する民主主義の精神に依存し，そこですべての
事実が考慮せられ，それぞれに正当な評価が与えられる。そしてこれは使用者
の合理性と同様なだけ労働者の合理性に依存する。」43)
当然この機構への利害関係者達による参加が主張され，意見の相違がかれら
による合意に求められる。かれは，「ストップウオッチが利害関係のない局外
者の手におかれるときにのみ科学的である」44) とは考えない。かれがこのよ
うに利害関係当事者達による参加を主張するのは局外者では合理的水準に達し
えないがためである。「局外者，知識人，政治家は決して合理性の水準に達し
えない。なぜなら行動の方策を得ようとする際に正当な評価が与えられねばな
らない事実のすべてを経験によって知ることができないがためである。」45)
産業における主動者は組織した使用者と組織した従業員であって，かれらがな
にをなすべきかを決定すべきなのである。専門家はいわゆる科学的であっても
別個の科学に属する諸事実をいんぺいする。かれのいう諸事実とは国家福祉，
労働の団結というような社会性を担ったそれを指すのである。
43) John R. Commas, Industrial Goodwill, 1919, pp. 124~125. 
44) Commons, op. cit., p. 124. 
45) Commons, op. cit., p. 167. 
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IV 
ウイスラーは，経営は利益追求を主眼としながらも，それは社会的存在であ
り，大衆としての集団意志に依存することを主張する。したがって，それは社
会的な諸力と標準に敏感たらざるをえない。これは，制度としての経営の内在
的性格と結びあって，経営の社会的性向を強調させることになるであろう。
かれは，経営に取引の期待された画一性というコモンズの制度概念を適用す
る。かれは，取引が慣例を形成すると同時に，またこれによって制約されると
いう取引の一致性の過程のなかで経営を制度として進化的に把握する。ここで
は，経営はそれ自身の内在的法則にしたがって自己の進路をとり，個人的裁羅
の余地はきわめて少なくなる。制度理論はこのように経営より個人的色彩を払
しょくし，制度概念による経営自律化を論拠に経営の自己発展性を主張する。
しかし， 集団化によって個人主義は必ずしも否定されるものではない。むし
ろ，それによって個人行動が一層解放され，拡張される。さらに，このような
制度概念は経営の社会的責任と結びついていくのである。経営のこのような制
度的理解は，個人にかわる人間行動の集団的把握を意図したものである。この
集団的把握は，とりわけ行動主義心理学の貢献するところが大きい。46)
経営問題の制度的接近を意図するウイスラーにとって，テイラーのいう科学
的管理法に批判の目をさし向けるのは必定である。批判の中心になったのは労
使関係の領域である。科学的管理のための法の発見を意図するテイラーも賃金
諸法則の発見をなしえず，結局は慣行賃金に頼らざるをえなかった。ウイスラ
ーにとって，賃金はまず労働市場に作用する有効な諸力によって規定され，労
働測定の精密な量化はその後の問題なのである。団体交渉は経営構成員の平準
化過程を招来させ，科学的管理法の理念を否定するものであるとして，テイラ
ーの反対するところとなる。しかし，ウイスラーは力の均衡を労使間の調和の
46)拙稿，「ウイスラー制度経営学の方法について」．関西大学『社会学論集」第2巻第5
• 6号合併号， 82~84ペー ジ。
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前提となす。労働組合を社会的制度の一つとして是認するのは，制度学派に一
貫してみられるところである。とはいえ，ウイスラーとて科学的管理法におけ
る測定技術，没個人的な精確性の精神を認めるにやぶさかではない。問題は，
制度としての組織労働を是認しながらも，この科学的管理法の長所をいかに生
かすか，つまり両者の融合が問題なのである。これが経営参加の思考であり，
制度としての代議政体であろう。
産業における代議政体の多くは使用者のイニシアチプからでたものであっ
た。ウイスラーは組合の拒否ないしは御用化を意図する代議政体の挫折を示唆
する。そして，実践からでる現実的基盤にたって双方の利益増進をはかるそれ
をよしとし，さらには代議政体を通じて労働者の管理閉との結びつきによるか
れらの理解の促進，敵対関係の解消を認める。また，産業統治についての専門
家の計画に関連して，かれは，能率専門家は労働者代表制と衝突する傾向があ
るが，科学的管理法と代議政体との結合にはいかなる不一致も存在しないとし
て，両者の融合を認めるc 職務保全が産業の科学的管理に依拠せざるをえない
と気づくとき，ならびに代議政体における統制権をもつと感じるとき，労働は
それに賛成する。産業のこの共同の改善こそ産業における代議政体の最高の理
想である。ウイスラーは，科学的管理の額域への労働による参加を支持する。
かかる参加を通して，ワークマンシップの蘇生がはかられるのであろう。ヴェ
プレンの製作本能論が想起せしめられるところである。
アメリカ労働組合のなかでも合同衣服労働組合は代議政体に重大な関心を有
している。この具体的形態として，工場委員会制や職場議長制がある。合同組
合が代議政体の形態をつくるにあたってモデルにしたのはニューイングランド
市の会合であった。それは討論による統治であり，その精神は協議である。合
同組合は，法は対立する要求の調整から生まれ，その管理は関係者の同意によ
って有効であるとする。ウイスラーは，協議を労使関係の共通の用語たらしめ
ることを主張する。かれにとって，これこそ産業を階級闘争から解放せしめる
ところなのである。このために，統治者達による産業的見地立脚の必要が強調
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される。さて，グッドウイルの形成と発展も，これらの代譲政体を通して確保
されるのであろう。これが，ひっきよう産業を改善せしめることとなる。これ
を通して，制度としての経営を支配する運営準則の設定と改正もまたなされる
のであろう。
AFLは，よき管理は使用者にあり，したがって使用者にまかされるぺきで
あり，労働の目椋は使用者から収奪物をより多くはきださせるようし向けるこ
とにある。いわゆるビジネス的組合主義である。これとは異なる合同衣服労働
組合のやり方を，ウイスラーは支持する。これは，合同組合が産業における能
率向上に重大な関心を有するがためである。そこでは，産業は資本主義的企業
の従属物としてではなく，社会的進歩の機構として認められるのである。合同
組合のこのような産業指向性こそ，ウイスラーの同意をうるところのものなの
であろう。これこそ，かれの階級協調論のねらいでもある。
ウイスラーは，産業における共同統治の一様式として階級協調を主張する。
制度化した，すなわち個人的色彩の払しょくされた現在の企業にあっては管理
の非人格化が進行し，経営は労働とその苦しみを分かちあおうとする姿勢が存
在する。むしろ，階級協調の障害は複雑化していく産業企業に照応する労働者
の能力欠如と無関心にある。さらに，かれは賃金統制の問題を通してつぎのよ
うにもいう。これまでの組織労働による戦術は産業の収落をめぐる争いを呈し
てきた。そこでは，産業の役割を，一つの社会的制度として，あるいは富と所
得の源泉とみなされていない。 しかし， 所有による企業管理の消滅をともな
う，産業の役割の承認は，使用者にも組織労働にも産業統治のための新しい方
法を招来せしめている。ウイスラーの階級協調論は，まさにこの産業指向性を
ねらったものである。また，それは，かれの産業概念を媒介にして，需給関係
にみあった工場の最適利用，ひいてはこの機構の健全性の確保をねらったもの
といえるのである。このようなねらいに， 1929年にはじまる世界恐慌のさなか
に生まれたウイスラーの理論の歴史性がひめられているのである。そのいう階
級強調論における産業指向性は，産業主義の資本主義にたいするかれの見地か
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ら演えきされてくる。すなわち，かれにとって，資本主義は手段であって．目
的ではないのである。目的としての資本主義思考が工場制度の悪徳や過剰能力
の困惑を生みだしたのである。
ウイスラーがこのように産業指向性を意図するのも，かれが産業主義の社会
的結果を是認するからにほかならない。産業にあっては社会を規制する手立て
として機械は芸術と文学において，また創造的本能の面で，さらには家庭と学
校に，はたまた道徳面でいちじるしい影響を与えており，これら諸領域は改変
を余儀なくされ，形を変えてこれに対応してきている事実をよみとる。そし
て，かれには，生産機構にたいして目的的に方向づけられた消費需要の圧力に
よって，諸種の弊害を生みだす機械に新たなそして精神上の正当性を与えるこ
とになる社会秩序が生ぜせしめられることができるのであろう。機械は，より
大なる消費への盲目的衝動の偶発的な結果であることから，組織化されかつ動
態的な文化のより巧みな達成と貢献のためのち密に設計された用具となること
ができると，機械化時代を展望する。47)
V 
第二次大戦後，経営の制度的理解のうえにたって，経営参加の特殊問題にと
りくんだ人としてチ丑ンバレンがいる。かれは，所有と経営の分離を容認し，
企業を私的性格を越えた社会的制度とみなす。これが，現実の経営，すなわち
経営者と組合役員による共同決定を条件とする現実の経営実践と合致するもの
の見方であるという。以下， かれの経営概念についての考察から始めていこ
う。48)
法的観点からすれば，経営権は株主との法的関係によって付与せられ，終極
47)拙稿，「科学的管理法と代議政体」，関西大学『社会学部紀要」第1巻第1号， 44~46
ページ。
48)拙稿，「機能的統合としての組合の経営参加」，関西大学「社会学部紀要」第3巻第1
号， 51~53ページ。
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的にはかれらに奉仕する義務に依存している。したがって，経営は所有者の利
害と合致しない第三者，組合に経営上の決定に参与することに反対する。しか
し．経営権にたいするこの制約は経営の行為の目的と意図に関するものであっ
て，行為形式に関するものではない。ここに経営上の決定への発言を組合に許
す法的権能が存在する。しかも，この目的と意図からは利潤が後退させられる
のである。
かれは，経営担当者の究明を通して経営を法的地位や能率概念による特定階
層ないしは特定集団と規定することはできないと結論する。経営を構成する人
物はその機能にもとづいてこそその意味を最もよく説明されうるとする。かれ
は，このように考察の中心に経営機能をすえ，機能担当を通して組合役員をも
経営者とみなし，組合の経営参加を展開し，これを通して労使紛争の解決の妥
協点を求めようとする。この際，かれの考慮にのぽる紛争は，主として法的経
営者の株主にたいする忠誠と組合経営者の従業員にたいするそれとの間の相違
に起因する。この相違する責任の融和が新しい責任体系の確立として主張せら
れるところとなる。さらに，法的経営者を自己意識のある集団たらしめている
生活構造上の要素として，承認，自己表現，および安全が挙示される。これら
は所有機能よりもむしろ経営機能に由来するものであるという。これはまた組
合員の目的でもあり，ここでかれは経営と組合の目的が本来的に対立すること
はないとみる。伝統的な目標ないし動機としての利潤について，所有と経営の
分離を認め，利潤に否定的立場をとる。むしろ，それを成功度測定の尺度とし
て評価する。そして，会社を個人経営者の目標と哲学の表現形態として思考す
る。ここにまた，機能的統合としての組合の経営参加による労使協調の可能性
を主張するチェンバレンのより所がある。
チェンバレンは，このような法的考察を経営の地位や権限を規定する一方法
であるとしながらも，他の視点，すなわち経営の機能的役割を重視する。会社
内での事業運営の様相として指揮，管理，ならびに執行と，そのほかに服従が
抽出される。経営のこの機能的把握に対応して，その実践の場である経営構造
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と機能施行の行為様式が考察され，これによって組合の経営参加のあり方が示
唆される。会社全体から経営構造をみると指揮源泉は一つであり，管理と執行
は種々の水準に分散されているが，機構の中の機構によればそれぞれが指揮と
管理機能を保持している。実際には，経営における多くの決定や方針は指揮水
準より数段階離れた機構で作成され，その承認のために組織の上層へと提出さ
れるのが通常である。これら指揮上，管理上の決定は集団行動によってなされ
る。労働組合の経営権への浸透のあり方も経営のこの機能的把握にそって規定
されていく。これが機能的統合の要件として主張されるところなのである。機
能的統合を引きだす論理的道程は経営の機能的把握であり，経営機能の十分な
発揮を可能ならしめるための経営組織の確認，整備，ないしは再編である。こ
れに組合活動を対応させ，統合せしめんとするのである。
労働組合の浸透目的として，経営の場合と同様安全，承認，ならびに自己表
現があげられる。経営も組合もともに各自の目的を単一の媒介物としての会社
を通じて実現しようと努力し，ここに紛争の機会が生じるとみなされる。会社
の場で労使双方の目的を共に実現する了解をとりつけてこそ，はじめてこの紛
争は治まると考えられる。チェンバレンにとってこれをみいだすことが主眼と
なる。さらに，組合をして経営権に挑戦せしめる組合の権力闘争，浸透の過程
と技術，浸透の組合の能力についての考察がすすめられる。既存の労使関係制
度を通じて能力的にも共同決定の可能性が，そこから労使協調の可能性が示唆
されるのである。団体交渉をも経営との共同決定のための制度とみなすもので
ある。
労働組合浸透の動力として，チェンバレンは，組合による経営権への没透の
過程や技術に言及する。まず，通常経営権への侵害とみなされるものの多く
は，交渉によって達せられた団体協約かその解釈の結果によるものである。組
合による経営権参与の主要な機構として，「ストライキの力によって支持され
た契約交渉と苦情処理手続を含む団体交渉」があげられる。かれは，団体交渉
を，「組織労働者が支配権を獲得し， これを経営と共同で行使するための機構
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そのものである」49) とみなす。組合は， トップ・マネジメント唇にいたるま
で会社のすべての組織機構において交渉関係を求めており， あらゆる水準で
団体交渉関係による共同管理 (jointcontrol) の状態を実現しようとしてい
る。50) つぎに， 自発的仲裁が会社内での組合権限拡大の方策として独自に考
える価値があるといわれる。これは，契約条項そのものの仲裁とその条項の解
釈および適用に関する仲裁に区別される。前者の場合，利害紛争の行き詰りに
よって「仲裁者は経営の判断にかえて自己の判断をもってし，係争問題に関し
会社の最終指揮権をとることとなる。」 組合に有利な仲裁は組合権力拡大の
手段となる。いずれにしろ， この仲裁は，「組合が経営権にとってかわるとこ
ろの，それ相応の責任をともなう権限の確立に関与する方策である。」51) また
後者の場合にも，事実それが経営権の阻止となった。このような方策による組
合の参加する経営機能について，団体交渉の協約は指揮機能に，仲裁を含む苦
情の解決はときには管理機能に，多くは服従審査に参加する過程であると評価
される。52)
機能的接近方法は責任と権限の理論を生みだす。協力する当事者の納得した
共通の責任体系と決定をおこなうに適した納得した共通の権限体系が主張され
る。当事者共通の責任体系の基礎として，労使双方はそれぞれ自己の構成員は
いうまでもなく，相手方に，さらには公衆にたいす責任が示される。この責任
に対応して，それを遂行するにいたる権限の必要が主張される。現代の会社に
あっては，責任の遂行に適した権限の共同体系が存在しない。法的権限は経営
の手中にあり，組織労働は団体交渉の過程を通してこの既存権限に挑戦する。
チェンバレンは，ストライキやロックアウトの行使は組織の破壊を意味し，責
49) Neil W. Chamberlain, T. 加 UnionChallenge to Management Control, 1948, 
p. 105. 
50) Chamberlain, op. cit, p. 107. 
51) Chamberlain, op. cit., p. 107. 
52) Chamberlain, op. cit., p. 109. 
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任を負っている相手方にたいして責任を拒否する方法であると考える。それら
にかわるに，かれは調停制度を示唆するし，また同等の権限をもって，指揮機
能を果し，許された裁量の範囲内で公正に会計事務をおこなう上級の管理役員
と執行役員を共同指名することのできる重役会，組合役員会，ならびに公務員
の設置の提案を示す。
組合の経営権への浸透をめぐる経営と組合の見解にたいする公衆の態度につ
いて， チェンバレンは， 「組合の訴えは法の規定よりも道徳意識によるもので
あり，組合の基準とするところは技術的能率の要件よりもむしろ人間にたいす
る正義であるという事実に照らして，組合の見解のほうが経営のそれよりも公
衆を前にしてより受けるであろうと恐らく思える」53)という。公衆は組合の経
営権への浸透を支持するとみなされるのである。
VI 
ドラッカー54)は，企業を所有体制とはかかわりのないそれ自体の内在的法
則と原理にしたがって運行する自主的制度とみなす。所有と経営の分離はこの
兆候の一つである。この企業は社会の実態と形態に決定的な影響を及ぽしうる
し，また社会はこれに反映するところとなり，これによって人は社会を判定す
る。企業は，このように決定的，代表的，自主的制度である。さて，かれによ
って制度としての社会の実体は「人間組織」として受けとられる。かれは，こ
の言葉のなかに人間をとりまく対人間，対機械のすぺての関係を包摂させてい
る。社会を基礎づけるところのものは単なる機械の合成物ではなく，秩序の概
念なのである。この人的組織のもつ意味内容は，まず制度理論を伝統的科学的
管理法や人間関係論から区別する。さて，この秩序づけによって会社はその有
体財産をはるかに越えた価値を創出しうる。会社が維持すべきはまさにかかる
53) Chamberlain, op. cit., p. 149. 
54)拙稿，「ドラッカーの自治的工場共同体論について」，関西大学「社会学論集』第1巻
第4号， 29~32ページ。
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組織であって，この存続こそ会社の至上原則である。会社との利害者集団を犠
牲にしてでも，会社はそれ自体維持することを要求せられる。会社の一体化と
永続性の主張をよみとりうる。この会社の組織に経済学的にも社会学的にも接
近することができる。かかる実体をもった企業は機能的観点からながめられる
とき，それは三重性格，すなわち経済的，統治的ならびに社会的機能をもって
とらえられる。なかでも社会的側面への強調から，自治的工場共同体論が発現
させられる。ドラッカーのかかる企業理論は制度学派における伝統的なそれと
きわめて類似している。かれのかかる企業理論はその後につづく経営各論の内
容を強く規定してゆく。
さて， ドラッカーは，労働者の社会的な身分と機能を重視し，経済的欲求の
充足をこれより下位におく。これによって個と全体との間の矛盾の調和への転
化を可能ならしめんとする。そして，自治的工場共同体をこのための必然的所
産とみなすのである。「それはいかなる企業においても自然に発生した抑圧で
きないものなのである。」55) しかもこの社会的領域において労使の利害関係は
本質的に調和すると考える。工場共同体は，このための直接的，有効的な場と
して理解されているのである。しかし，企業にとって経済的成果の遂行が最重
要任務である。そこで，かれによって工場共同体の社会秩序は企業の経済的成
果達成のために位置づけられる。それは人的資源の有効利用をねらったもので
ある。この資源の能率と生産性に重大な影響を及ぽすものが「経営者的態度，
ないしは視点」である。これは労働による企業の経済的公準の容認につなが
る。工場共同体の自治のねらいは労働者にこの経営者的態度，ないしは視点を
もたせることにある。自治的工場共同体は労働者に社会的領域での自治をもた
せることによって経営者的態度をとらせ，しかもそれを企業の経済的成果第一
主義に従属させながら労使間の問題の解決を意図するところのものである。
共同体の組織として工場 (plant) という小規模単位を主張する。 この工場
55) Peter F. Drucker, The Practice of Management, 1954, p. 282. 
67 
598 闊西大學『綬演論集」第21巻第 5• 6号
単位の小規模共同体は企業本位の立場と合致する。そして，社会的領域につい
て工場共同体には自律的自治がなければならないといわれる。「工場共同体の
自治は自らの機関と役員をもたねばならない。その合法性は経営の是認による
ところではなく，工場共同体による選出にある。しかももっぱら工場共同体の
社会生活に関連している事柄については，その権限は……派生的 (derived)
というよりは本源的 (original)権限でなければならない。」56) 自治のおよぶ
範囲は社会的領域に限定されているとはいえ，ここでは経営の専決権への労働
による参加，つまり経営権への労働による浸透が主張せられている。この自治
は，伝統的科学的管理法や人間関係論を越えたものである。
労働組合との関係において， ドラッカーは，自治的工場共同体の意義を，現
存する消極的な反抗組織体としての労働組合から経営や社会の基本的な目的，
信条，約束の実現を助長する積極的，建設的な役割を担った組合に転化させる
ことにみいだす。これを，かれは「分裂した忠誠」から「双方忠誠」への移行
としてとらえる。自治的工場共同体は，まさしくこの任務を担わせられる。す
なわち，共同体への組合参加によってそのもつ自治を通して組合存立の意義を
変えせしめんとするのである。かれにとって，もともと労働組合は産業社会に
おける基本的に重要な制度ではあるが，しかしそれは企業の社会的反応以外の
なにものでもないのである。57) 企業は産業社会におけるいわば本源的制度で
あって，労働組合はこの社会的反応にすぎないのである。そして，かれは，企
業の統治を合法的たらしめることに労働組合の意義をみいだす。
このような意味において，組合は政治的制度なのである。 しかし，「組合は
企業にとって必要ではあるけれども，経営層と同じ意味で必要なものではな
い。組合のない産業体制を想像するのは全くやさしい。」58) そこで， かれは
「分裂した忠誠によって最も多く失う立場にあるのは組合である」と考える。
56) Drucker, op. cit., pp. 282~283. 
57) Peter F. Drucker, Concept of the Corporation, 1946, p. 8, 
58) Peter F. Drucker, The New Society, 1949, p. 110. 
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「それ故， 絶対的な忠誠を強要するのは組合にとって愚の骨頂となろう」59)
とする。組合の参加した「自治的工場共同体の場合には，衡突は共通の地盤の
上にしっかりとすえられるであろう。通常の日常関係において経営と企業の従
業員は共同の課題 (acommon task)と共同の目的 (acommon purpose) 
に接合されるであろう。……互いに労働者の忠誠を競いあうかわりに，経営と
組合はともに企業にたいする労働者の新しい忠誠を分かちあうであろう」60)
という。組合の自治的工場共同体への参加は， ドラッカーによってこの分裂し
た忠誠を双方忠誠に変化させる任務を担わせられる。これは，まさしく工場を
単位とする。所詮企業の立場にたたせ，その枠内で経営に協力させようとする
徹頭徹尾企業本位の論理である。自治的工場共同体はまさに組合のこの「企業
内 (withinthe enterprise)」をねらったものである。
なお， ドラッカーは，分裂した忠誠の問題の解決法として「力の均衡 (bal-
ance of power)」に反対する。かれには，労使関係の基本的な問題を力の均
衡の問題として解決することはできないのである。「ただ二つだけの力の均衡
体系は実際上取り扱いにくい。そこには全然弾力性がなく，ほんのちょっとし
た移行でさえもこわれるにちがいない。実際には＜二つの力＞ではなく，ただ
一つの力，すなわちそれ自体必然的に対立する企業の統治権限があるにすぎな
い。力の均衡という解決法は闘争を永久的に避けられないものにしうるにすぎ
ない。」61) かれは，この問題に迫るに客観的根拠ないしは共通の決定原則を求
めようとする。それはやはり企業の立場にたち，その枠内でみいだされるとこ
ろのものである。賃金にかかわらしめてかれはつぎのようにいう。
「生産能率に賃金の客観的根拠を求めることは＜団体交渉＞とはあいいれな
いであろう。しかし，団体交渉がその唱道者の約束したところのもの，つまり
産業平和を達成しなかったことは確かである。団体交渉，すなわち等しく強力
59) Drucker, op. cit., p. 149. 
60) Drucker. op. cit., p. 309. 
61) Drucker, op. cit., p. 149. 
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なパートナーの間の交渉は確かに一方的な命令よりも公正である。そこで，現
行のやり方は，たとえそれが概して経営の以前の過大な力を労働の過大な力に
よっておきかえたものであっても，以前の条件にたいする一つの改善である。
しかし，等しい勢力をもった二つの相争そう集団が共通の決定原則を保持しな
いならば，その交渉は平和と調和に帰するのではなしに，行き詰り，挫折，相
互のせり合いならびに苦痛ー間違いなくいまわれわれがもっているところのも
のーに結局はなりがちである。」62) そのいう客観的根拠とか共通の決定原則は
企業の存続と繁栄の労働による是認に基礎をおくものである。
労働による，分裂した忠誠から双方の忠誠への変化，つまり企業本位の理論
の容認を可能ならしめる経済的基盤は利潤をはじめとする一連の経済的諸概念
にたいするドラッカーの受けとり方にある。企業の第一法則は組織としての自
己存続である。そこで，かれは，利潤に企業存続のためにともなう将来の危険
を補償する，つまり末来費用補填の源泉としての役割を担わせ，これを正当化
する。かれは極大利潤にかわって，必要最小利潤を主張する。このような利潤
概念は所有体制とかかわりあいをもたない。これまた体制無関連的な企業概念
と合致する。そこで企業による利潤の実現を労働者にたいする義務であるとみ
なすことになる。利潤が労使対立の根源とならないわけである。
VIl 
(1) 
各論者によって労働組合にたいする解釈の相違はあるけれども，すべてこれ
を近代的制度の一つとして是認する。したがって，労働組合を否定する労務管
理の方式や精神にたいしてこぞって批判の目をさし向ける。かれらによって伝
統的な科学的管理法がそのまま受け入れられるはずがない。この科学的管理法
のもつ相対的合理性を生かし，そのもつ欠陥を克服し，真の産業民主主義を経
62) Drucker, Concept of the Corporation, p. 201. 
70 
制度思考による経営参加論の史的推移（奥田） 601 
営のなかに芽生えさせ，発展させるために，それぞれの見解がうちだされる。
1) 団体交渉について，すべての論者によって，それは経営にたいする労働
の発言や要求を可能ならしめるとしてそれなりに評価されるが，その経営にた
いする意義づけには相違がみられる。ホクシーは現場の事実調査をふまえて，
科学的管理者の独裁的態度，科学的管理法の科学性の欠陥，労働者の力の弱
化，労働者の集団化の阻止と団結の弱体化，労働代表による密接な連帯と労働
者による提案や苦情の機会の欠如を指摘し，これによってテイラーの意図とは
反し．科学的管理工場の産業民主主義は道遠しと結論する。この批判のなかか
ら，産業民主主義の実現には労働組合や団体交渉の必要なことを説く。かれ
は．団体交渉の本質を，ひとまず雇用条件について労働者を使用者と実質上平
等の立場にたたせることにあるとみなしながらも，その方法と機構は流動的で
あるという。団体交渉のもつ妥協性にふれて，それがつかの間の平和であるこ
とを指摘する。正当とか正義についての一般原則の一致というものはきまった
ものではない。かれにとって，団体交渉は所詮妥協の産物である。契約上の義
務は労使にとって軽く受けとられがちである。そこで，団体交渉や仲裁は「完
全な労働統制に向う段階である」とか，団体交渉は「元来平和のための用具で
はなく，統制の過程における一段階である」と主張されるe
しかし，コモンズになると団体交渉に与える意義づけは変ってくる。資本に
たいする労働の組織化が主張される。かれは，労働組合を集団行動の一つとし
て是認する。労働者の組織化によるその交渉力の強化は，それの資本との均衡
化によって合理性ないしは合理的価値の実現を可能ならしめる。 この合理性
は，自発的な研究と交渉による自主協定の達成によってみいだされる。これが
かれのいう集団民主主義，ないしは代表民主主義のもつ意義である。個人主義
的民主主義でもなければ．一方的集団行動でもない。この考えは，経営内にお
ける産業グッドウイルの形成にも反映する。当事者達による参加，法の正当な
手続，仲裁局が構想される。ウイスラーは，ビジネス的労働組合であるAFL
とは異なる合同衣服労働組合のやり方を支持する。これは，合同組合が産業に
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おける能率向上に重大な関心をもつがためである。分配問題は二次的意義をも
つにすぎないのである。合同組合の産業指向性こそ，かれの合意を得るところ
のものであろう。合同組合は，法は対立する要求の調整から生まれ，その管理
は関係者の同意を得て有効になるとする。このために協議が必要とされ，これ
こそ労使関係を規定するものとみなされる。これが産業を階級闘争から解放せ
しめるところなのである。現在の制度化した経営にあって，この可能性が存す
るのである。
第二次大戦後，戦時構造の終結にともなう未曽有の労働争議に班面して，チ
ェンバレンは，組合による経営権参与の主要な機構として協約交渉と苦情処理
手続を含む団体交渉をとりあげる。それは，組織労働者が支配権を獲得し，こ
れを経営と共同で行使するための機構そのものであるとみなされる。組合は，
会社のすべての組織機構において団体交渉関係による共同管理の状態を実現し
ようとしている。このように団体交渉は共同管理のための機構とみなされてい
るのである。仲裁についても，組合による経営権浸透の手段として把握されて
いる。最後に， ドラッカーになると，現存する労働組合は産業社会での市民権
を労働者に与えていないし，またその能力もないと評価される。かれは，労働
組合によって支えられた法的拘束力のある労働協約を支柱にして，自治的工場
共同体の地歩を確立せんとするのである。この自治的工場共同体によって，消
極的な反抗組織体としての労働組合から経営や社会の基本的な目的，信条，約
束の実現を助長する積極的，建設的な役割を担った組合に転化させられる。こ
れを， かれは分裂した忠誠から双方忠誠への移行としてとらえる。労働組合
は，産業社会における本源的制度たる企業の社会的反応にすぎないのである。
所詮，組合は企業の視点にたって，企業の枠内でその機能を果さざるをえない
のである。そのいう双方忠誠への移行はこのことを意味する。徹頭徹尾企業本
位の理論である。
団体交渉の解釈が労働による支配のための機構から合理性ないしは合理的価
値実現の機構，また労使の協議の機構へと移り変ってきている姿をよみとるこ
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とができる。さらに，戦後では，それ以上にそれは，労使による共同管理の機
構として，はたまた自治的工場共同体を強化させるものとして，したがって企
業の視点にたった企業の維持発展の機構として把握されていく。この団体交渉
の主張の推移をみるとき，これが企業本位の労使協調路線の方向を，またその
深化の度合をますますすすめつつあることを知りうる。経営参加の機構として
の団体交渉をはじめとする労使関係機構のこのような解釈の推移は，これと照
応して経営参加理論の内容の変化を規定していく。これにたいする評価は，所
詮アメリカ資本主義の推移をどのようにみるかにかかっている。後に考察する
ところである。
2) これら団体交渉の意義づけと裏腹の関係で，労使間の力の関係が問題と
なる。テイラーの科学的管理法では， そのいう科学に絶対的権限を帰せしめ
る。ホクシーは，ひとまず労働者を使用者と対等の立場にたたせるには労働組
合とその力に支えられた団体交渉の必要性を是認する。しかし，この平等の立
場にたった労使間の一致の妥協的性格から平和の保証は存続しないとみなさ
れ，そのもつ力によって労働統制に向けられるという。コモンズは，売買取引
の関係も力関係として把握する。さきの合理性の実現には，その前提として労
使間に力の均衡がなければならないと主張する。力の均衡は合理性実現のため
の前提としてとらえられる。かくて，平等な交渉力をもつ労使は各個人を支配
する合理的な管理準則をつくることができるのである。この力の均衡はウイス
ラーによって継承される。テイラーが科学的管理法の運用に必須的とみなした
労使間の調整の和を，かれは両者の力の均衡を前提とすることによって招来し
うると考えるのであろう。このような力の均衡の主張は，労働者の組織化によ
ってかれらの国民所得を増加させ，有効需要を喚起せしめ， 1929年にはじまる
世界恐慌を克服せしめんとする時代の要請に応えたものである。
しかるに，戦後， 力について二つの力が一つに統合されねばならないとい
う，はたまた元来力は一つであるという主張がうちだされた。前者の見解をチ
ェンバレンに，後者のそれをドラッカーにみる。チェンバレンの機能的統合の
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見解の全体を通して労使の力はそれぞれ闘争のために使われるのではなく，協
同による企業の存続と繁栄のために統合されるべきであるという主張をよみと
ることができる。ドラッカーは，分裂した忠誠の問題の解決とかかわらしめて
カの均衡に反対する。二つの力の均衡体系は弾力性がなく，不安定であり，労
使間の基本的な問題の解決にならないとする。実際には二つの力ではなく，た
だ一つの力，すなわちそれ自体必然的に対立する企業の統治権限があるにすぎ
ない。力の均衡という解決法は闘争を永久的に避けられないものにするとい
う。
このように労使間の力についての見解が二つの力から一つの力ヘと移ってい
る傾向をよみとることができる。さらに，前者にあって労働統制に向けられる
力から均衡化する力に，後者にあって二つの統合する力から企業の統治権限た
る一つの力に論調が移り変っている。組合による経営参加の理論がこれに照応
して推移しているのである。
3) 制度的把握を意図する人達は，もともと人間の経済的活動の理解に際し
て経済学はいうまでもなく，心理学，社会学，法学等から得られるだけのもの
を学びとろうとする。63) これは，人間の合理的存在一利己心ーとしての把握
は一面的，仮説的で実践への指針とはならないという考えからきていると思え
る。とはいえ，この人間理解においてその力点のおき方には推移がみられる。
ホクシーは，実践上の規範と可能性を確かめるために人間行為の主観的・心
理的把握を意図しながらも，なおそれをかなりの程度合理性をもったものとみ
なす。戦後，チェンバレンになると経営者を動機づける強制力として，承認，
自己表現，および個人的安全があげられ，利潤動機については否定的である。
これらは所有機能よりもむしろ経営機能に由来するものであるという。組合の
浸透目的として，またこれら三者があげられる。ここでは，経営者にとっても
労働者にとってもともに経済的動機とならんで社会的動機があげられ，しかも
63) Neil W. Chamberlain and others, Institutional Economics, 1964, p. 125. 
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その重点はむしろ後者にあるように思える。この点労働者について， ドラッカ
ーは，「社会的身分と機能にたいする欲求の充足を経済的欲求よりも優先させ
また優位にさせる」64) という。労働者の経済的欲求の充足にたいしては消極
的な意義づけしか与えられない。このように力点は経済的動機よりも社会的動
機に移ってきている。
4) 経営の制度的把握は，共通して所有者による資本の価値増殖に否定的姿
勢をとる。それにしても，その経営理論からは営利性がますます後退しつつあ
る。経営の公共性を主張しながらも，なおコモンズにあっては，ゴーイング・
コンサーンのなかでも交換価値をもたらすゴーイング・ビジネスを指向する
し，ウイスラーは，経営は商売であり，その主要関心事は企業家の利益である
として営利性を是認する。チェンバレンは経営者の動機として上述の承認，自
己表現，個人的安全をあげ，利潤を第二義的にしかみなさない。利潤は経営者
の成功度測定の尺度としての意味しか付与されなくなる。あまつさえ，経営者
の個人的目標と哲学を会社のそれと同一視している節がある。ドラッカーは利
潤に未来性の概念を導入し，それに将来の企業存続のための意味をもたせる。
そして，これを事業活動の原因としてではなく，マーケティング，革新，生産
性の結果とみなす。このように多少とも営利性を担った経営から，チェンバレ
ンのような利潤動機の二義的意味づけ，ないしはドラッカーのような利潤概念
の変更によって伝統的な利潤目標ないしは利潤動機を消去しつつある。
5) 制度的接近方法では，経済的行動は制度的環境によって条件づけられる
し，またそれは制度的環境に影響を及ぼすとみなされる。相互作用のこの過程
は発展的に受けとられる。この相互作用の発展的過程のなかで，近代的技術と
近代資本主義の金銭的制度によってかもしだされた条件が中心的役割を果すの
である。65) 前者の産業指向性はすべての論者に共通するところであるが，最
近体制内でその可能性を主張する傾向がますます強くなりつつある。上述のよ
64) Drucker, The New Society, p. 43. 
65) Chamberlain and others, Institutional Economics, p. 125. 
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うに企業からの利潤目標ないしは利潤動機の後退の主張と対応して，企業は資
本主義の体制内でその漸次的改良によって近代的技術ないしは産業，すなわち
使用価値の創出を目的とすることが可能であるとみなされ，この見解が一層普
遍化し，深化する傾向にある。
ちなみに，ヴェプレンによって現在は産業と営利性の二元的対立として把握
され，前者は後者によって規制されるという。しかし，社会の物質的福祉の向上
は前者にかかっているので，前者を基軸にして制度の変革がおこなわれると考
えられる。現在ではもはや，機械制産業を廃止したり，手工業に帰ることはで
きない。だとすれば，産業が営利企業を背後に押しやり，後者の必然的衰退が
招来せしめられるとする。ホクシーにあっても，なお団体交渉や仲裁を利潤体
制の廃棄のためのくさびとして評価する。しかるに，コモンズ以後になると体
制内改革をはっきり指向する。ウイスラーにとって，資本主義体制のなかで，
その内包する社会的諸矛盾を産業主義において救済することの可能性が存在す
る。これは，かれの主張する階級協調をめぐってあらわれる。ドラッカーはマ
ーケティング，革新ならびに生産性を第一義的にとらえ，利潤や収益性をその
結果だとみなす。また，そうすることが，かれにとって可能なのである。この
ような資本主義体制内での産業指向を実現する労使協調のための方法として，
組合による経営参加が主張されてきたのである。
6) 制度理論は意識的に衡突に関心をもち， 66) これまでの考察においても
階級衡突の回避，階級調和が願われているし，またこの調和の可能性が主張さ
れている。この傾向は一層強くなってきている。この衡突を回避する，そして
調和を可能ならしめる方法として，組合による経営参加があるのである。ホク
シーは階級衡突の存在を認めるが，これは科学と民主主義の進展による共通の
社会的見解や社会的意志の発展によって克服されるとみなす。コモンズもやは
り労使の衡突の存在を認め，この正当な収拾のために力の均衡を前提に合理性
66) Chamberlain and others, op. cit., p. 125, 
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ないしは合理的価値の設定を考える。労使の自発的な研究と交渉による自主的
協定が期待され，最高裁判所による判決がまたれる。ウイスラーは，制度化し
た経営にあっては管理の非人格化が進行し，階級協調の基盤が存在するとい
う。階級協調の障害は複雑化していく産業企業に照応する労働者の能力欠如と
無関心に求められるにすぎない。産業を一つの社会的制度として，富と所得の
源泉として認めることに階級協調の意義をみいだそうとする。そのいう階級協
調論は産業指向的である。第二次大戦後の労働争議に直面して，組合による経
営権への浸透を是認しながらも，ここで労使協調の方策をみつけださんとした
のがチェンバレンである。かれのいう機能的統合がそれである。 ドラッカー
は，反抗的組織体としての労働組合を，自治的工場共同体を通して積極的，建
設的な組合に転化させんとするのである。
7) 経営に参加する労働組合の組織単位は職能別，産業別，そして企業別組
合へと指向されている。ホクシーはAFL,ウイスラーはアメリカ合同衣服労
働組合，チェンバレンは産業別組合， ドラッカーは企業別組合である。とはい
ぇ，ウイスラーのいう労働組合の在り方は産業企業の繁栄である。チェンバレ
ンにあっては，労使の目的を単一の媒介物としての会社によって実現させよう
とし，会社の経営構造のなかに労働組合を位置づけ，機能的に両者を統合せし
めんとするのである。この機能的統合論は経営のなかに共通の責任体系と権限
体系を主張せしめる。ドラッカーの工場共同体の自治のねらいが労働者に経営
者的態度，ないしは視点をもたせることにあることについては，すでにふれた
ところである。自治的工場共同体への組合参加は組合の企業協力をねらったも
のである。労働組合の組織単位は，その本質においてますます企業の維持発展
にそくした線で主張されつつある。参加理論が企業本位のものといわれる由縁
である。
8) 制度的接近方法では，その思考が科学的管理法のような技術的範疇に限
定されることなく，社会性をもってあらわれてくる。経営を社会との結びつき
において把握し，経営の社会的有位性が絶えず問われている。経営をめぐる労
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使の衡突においても，このことは妥当する。衡突に際して公衆になんらかの役
割を期待するのもこの一つである。
ホクシーは，公衆にたいして偏見がなく，社会的正義の立場にたち，真の社
会的意志を代表し，階級間の調停者として社会的調和をめざして活躍すること
を期待する。公衆を社会的意志として把握し，労使紛争の解決のために積極的
役割をもたせようとするが，しかしいまなおこのための手段は存在しないとみ
なす。仲裁は原則のない妥協の所産として評価され，公衆と結びつけられてい
ない。コモンズでは，経営の外郭関係としての労使衡突は当事者間の自発的協
定によってひとまず治まり， しからざるときは最高裁判所の判決をまつとす
る。いずれにしろ，ここに合理性ないしは合理的価値がみいだされ，これには
公共目的が含まれるという。経営内の労使関係についても，やはりこれが反映
する。ウイスラーは，経営を社会的存在としてとらえ，大衆としての集団意志
に依存することを主張する。これに加えて，個人的色彩を払しょくした制度と
しての経営の内在的性格は経営の社会的性向を強調せしめることになる。戦
後，組合による経営権への浸透をめぐる労使の衡突を前にして，チェンバレン
は，公衆はむしろ組合の見解に服するという。さらに，労使の公衆にたいする
責任が重視され，また公衆の経営にたいする権限も意識に入れられ，この経営
内での位置づけが主張される。調停制度が示唆されるし，また同等の権限をも
って，指揮機能を果し，許された裁量の範囲内で公正に会計事務をおこなう上
級の管理役員と執行役員を共同指名することのできる重役会，組合役員会，な
らびに公務員の設置の提案がなされる。このように労使衡突にたいして公衆の
関与の必要性を主張する見解から公衆を経営の組織機構に具体的に位置づけよ
うとするところへ，論点のおきどころが変ってきている。
(2) 
資本の集積・集中は資本の必然的運動である。これが資本の有機的構成を高
度化ならしめるし，また独占化による独占利潤の創出を可能ならしめる。ここ
78 
制度思考による経営参加論の史的推移（奥田） 609 
に，企業が一時的存在としてではなしに，長きにわたるゴーイングな存在とし
て把握されねばならない経済的基盤がある。また，独占は将来にわたる独占利
潤を現在価値に換算せしめることによってグッドウイルの創出を可能ならしめ
る。制度理論に未来性概念が導入される由縁である。このような基盤とアメリ
力固有の哲学といわれるプラグマティズムとが結びついて，例えば行動主義心
理学とか進化的思考の支援を受けて，企業の制度的把握が発現せしめられるの
である。
さて，企業の制度的把握にとっての一つの重要な要因である所有と経営の分
離も，所詮資本の集積・集中の結果である。所有と経営の分離をもって，企業
から利潤動機が排除され，企業に経営と労働との共通の話し合い，ないしは協
議の場ができたと主張するのは，つまりここに参加の可能性を見いだそうとす
るのは転倒したものの見方のように思える。しかも，参加理論の推移は上述の
ようにこの見方をますます強めてきている。
これをどのように評価するかは，資本主義体制の推移をどのようにみるかに
かかっている。このような形で労働組合の経営参加が主張されてきたのは，そ
れなりの歴史的客観条件に規定されてのことである。第二次世界大戦後，これ
までにないほどの形で経営参加が主張されるのは，資本主義の第三危機を背景
に戦時構造における特殊需要の消滅による未曽有の労働問題の提起や，社会主
義諸国の拡大と強化，西ドイツのような資本主義諸国での共同決定の法的制度
化の影響があるのではなかろうか。労働組合による経営参加を真に組合のため
に実りあるものとするには，チェンバレンのようにストライキに否定的態度を
とるのでもなく， ドラッカーのように組合を積極的，建設的たらしめるのでも
なく，労働組合運動を経営と対立関係にあるものとしてすすめることである。
かれらの参加理論は，むしろ労働組合によって浸透せられ，経営の支配を失っ
た機能，領域を前提にしたうえでの発想といわざるをえない。ここでも，見方
が転倒しているように思える。ある意味では，かれらの考え方は規範的である
といえないこともない。
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しかも，経営参加を組合に実りあるものとするにはこの労働組合運動を企業
別にとどめることなく，産業別あるいはそれ以上に大規模な方向を指向させる
ことが肝要である。このことによって経営参加を組合の経営への従属化からま
ぬがれさせ，経営権への浸透を労働者のための権利闘争の一環として展開させ
ることができるo産業における真の民主化は，かくてこそ達成されることがで
きるであろう。
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